
No.38

（ ） （ ） （ ）

長野県多文化共生相談センター

総務省　多文化共生アドバイザー

１．基礎情報

ホームページ https://www.pref.nagano.lg.jp/

自治体名 長野県

担当部署名 県民文化部文化政策課多文化共生・パスポート室

電話番号 026-235-7173

％　在留外国人数 令和3年12月現在 34,867 人
住民基本台帳人口に

占める割合 1.7

２位
5,185 人

３位
4,859 人

小分類 行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備

大分類

中国 ベトナム ブラジル

２．多文化共生に関する活発な取組や、独自性・先進性のある取組の内容

　うち、国籍別上位３ヶ国の
　人数及び国籍名

１位
8,109 人

具
体
的
な
取
組
内
容

取組のポイント 外国人県民が安心して生活できるための相談体制づくりに取り組んでいる。

県内の外国人県民は、平成27年以降増加傾向にある。県内市町村に外国人相談対応ができる窓口は21（77市町村中）であり、また、国籍の多
様化も進む中、多言語対応と市町村との連携等が必要な状況である。外国人県民が安心して生活できるよう新型コロウイルス感染症関連への対
応も含め、以下の体制で相談窓口を設置している。
・「長野県多文化共生相談センター」
相談体制：母語相談員６名（兼総括相談員１名）、対応７言語、アドバイザー１名（ソーシャルワーカー資格保有者）
相談方法：来所（15言語）、電話（15言語）、LINE電話（15言語）、Zoom（８言語）、専門家相談会（弁護士等、要予約）、
出張相談会（10回）
対応内容：生活相談全般　開設日時：10:00～18:00、第１水曜日・第３水曜日を除く平日（月曜日～金曜日）、第１土曜日・第３土曜日
開設場所：長野市新田町1485-1　もんぜんぷら座３階
実施事業：ホームページ（15言語対応）での多言語情報随時発信（コロナ関連含む）、県内巡回相談、県内市町村等相談員研修会

関係機関連絡会議
　その他：新型コロナウイルス感染症関係啓発としてSNS等を活用した啓発広告の実施（GDN、Facebook、YouTube）

コミュニケーション支援

小分類 日本語教育の推進

具
体
的
な
取
組
内
容

取組のポイント 県内の日本語教育の充実を図るための体制づくりに取り組んでいる。

・県内77全ての市町村に外国人が住んでいるが、日本語教室がない市町村は42である。2021年度に市町村や日本語教室を対象にしたアンケート
調査結果では、ボランティア等、法人格を持たない団体や個人主催の教室が約６割であり、そのうち９割が「課題がある」と感じている。内容としては、
人材不足やスタッフの高齢化や専門知識の不足も多く挙げられた。そこで、県内の地域日本語教育の充実を図るため、主に以下の３点の事業に取
り組んでいる。
①地域における日本語教育の支援「地域日本語教育の体制づくり」
・地域日本語教育の専門家の配置　地域日本語教育の専門家として地域日本語教育コーディネーターを配置し、市町村や日本語教室等に対し
て助言やノウハウを提供。
・先駆的な日本語教室の運営支援　日本語教育人材（地域日本語教育コーディネーター、日本語教師、日本語交流員*）が連携し「質の高い日
本語教育」と「地域社会との接点」を提供する先駆的な日本語教室をモデルとして具現化し、支援を行う。
②日本語交流員＊の養成
・日本語教師と連携し外国人の日本語学習を支援するとともに、外国人と地域をつなぎ共生を支援する役割の日本語交流員を養成。
③「しんしゅう日本語教育等人材バンク」の設立
・地域における日本語教育人材等の見える化と、必要としている機関とのマッチングする仕組みを構築。登録者等を県ホームページで公開。

大分類 コミュニケーション支援
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